
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 岡山県 新見市

経常収支比率の分析

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

34,946
793.27

16,595,879
24,289,923
23,555,732

519,377

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

経常収支比率（合計）

H20類似団体内順位

26/89

全国市町村平均

91.8

岡山県市町村平均

92.2

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

99.6

69.8

90.4

92.5

91.090.491.0

H20H19H18H17H16

89.0
92.1

91.892.091.2

人件費

H20類似団体内順位

26/89

全国市町村平均

27.2

岡山県市町村平均

26.9

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

38.8

17.9

26.0
27.328.228.728.6

H20H19H18H17H16

24.1

27.728.9
30.131.4

物件費

H20類似団体内順位

36/89

全国市町村平均

13.1

岡山県市町村平均

11.7

(%)

21.0

18.0

15.0

12.0

9.0

6.0

3.0

17.3

5.3

11.6
11.711.8

11.1

11.4

H20H19H18H17H16

10.8
10.8

10.1
10.8

11.4

扶助費

H20類似団体内順位

10/89

全国市町村平均

9.1

岡山県市町村平均

8.6

(%)

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

10.1

2.5

5.8
5.85.7

6.1
6.7

H20H19H18H17H16

4.1
3.93.93.6

2.1

その他

H20類似団体内順位

40/89

全国市町村平均

11.7

岡山県市町村平均

15.5

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

22.8

5.2

14.3
13.9

12.0

11.712.1

H20H19H18H17H16

12.9
12.6

12.0

11.4
9.5

補助費等

H20類似団体内順位

10/89

全国市町村平均

10.6

岡山県市町村平均

7.5

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

30.4

2.9

10.0
10.210.0

11.712.5

H20H19H18H17H16

4.7

2.62.62.52.7

公債費

H20類似団体内順位

87/89

全国市町村平均

20.1

岡山県市町村平均

22.0

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

33.6

4.8

22.723.623.3
21.119.7

H20H19H18H17H16

32.4

34.534.333.634.1

公債費以外

H20類似団体内順位

2/89

全国市町村平均

71.7

岡山県市町村平均

70.2

(%)

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

82.0

55.2

67.7

68.967.7
69.3

71.3

H20H19H18H17H16

56.6
57.657.558.4

57.1
経常収支比率（合計）

人件費

物件費

扶助費

その他

補助費等

公債費

公債費以外

類似団体平均

新見市

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

○人件費
　市の面積が広大で類似団体と比較して職員数が多いが、人件費に係る経常収支比率は類似団体平均を1.9％下回っている。平成20年
度に公立短期大学が独立行政法人化されたことにより職員数が減少し、人件費が大きく縮減された。今後も、民間でも実施可能な部分に
ついては、指定管理者制度の導入などにより委託化を進め、人件費の削減に努める。

○物件費
　平成19年度に全ての事業にかかる委託料の見直しを実施し抑制に努めているため、物件費に係る経常収支比率は類似団体平均を
0.8％下回っている。今後も、適正な委託料の算定に努めるとともに、更なる業務の民間委託化を推進し、職員人件費等から委託料への
シフトを図る。

○扶助費
　扶助費にかかる経常収支比率は類似団体平均を1.7％下回っており、資格審査の適正化や各種手当への特別加算などの見直しを進め
てきたことが要因である。今後も財政を圧迫する上昇傾向に歯止めをかけるよう努める。

○公債費
　合併前に大型事業が集中しており、合併市町の地方債を引き継いだことによる地方債残高が増加した影響に加え、ラストワンマイル事
業の実施等により公債費に係る経常収支比率は類似団体平均を大きく上回っている。平成19年度以降地方債の発行額を当該年度元金
償還額の70％以内に抑えるとともに、平成18年度から高利率地方債の繰上償還を実施し、地方債残高の削減に努めている。

○補助費等
　補助費等に係る経常収支比率は類似団体平均を5.3％と大きく下回っている。今後も補助対象事業内容を公益性・公平性の観点から見
直し、客観的で明確な判断のできる交付基準を策定し補助金の適正化に努める。

○普通建設事業費
　普通建設事業の人口１人当たり決算額は類似団体平均を上回っているが、これは市域が広く重点的な施設整備が難しいことによるもの
である。平成16年度は合併前の駆け込みによる普通建設事業費が大きく影響し、人口1人当たりの類似団体平均を大きく上回っている。
平成17年度は大きく減少したものの、平成18年度は主要事業のラストワンマイル事業や最終処分場整備事業により平均を上回った。普
通建設事業の推移をみると、決算額は前年度と比較し減少している。今後は、毎年度事業の見直しを行うとともに、コスト縮減等により普
通建設事業費の抑制に努める。


